秘密意匠制度に関する一考察 : その効果をめぐって by 青木, 大也


























































































































設置された意匠法改正特別委員会における昭和 28年 1月13日の第 7回意匠法改
正特別委員会、およびその後の昭和 30年6月23日の第 128回特許部会において
であると思われる。









































































































































































































31) William T. Fryer 11, More Bang for Your Design Protection Money: A Report on the Hague 






32) See William T. Fryer Il, Design Patent System for the Twenty-First Century, 24 AIPLA Q.J. 331, 
343-343, 375-376(1996). ただし、この点については、 SarahBurstein, Moving beyond the 
Standard Criticisms of Design Patents, 17 STAN. TuCH. L. 証V,305, 332(2013)も参照。
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直ちに国際登録 (10条 (1))がされ、この国際登録がいわば出願となる (14条 (1))。
そして、原則として国際登録の日から 6ヶ月が経過したところで国際公表が行わ
れる (10条 (3)・規則 17条 (1))。この国際公表によって、わが国では当該出願
がわが国特許庁に係属する 33)。この国際公表について、領域を問わず、その時期
を出願日から最大 30ヶ月遅らせることができるというのが、国際公表の延期で
















































37) GORDIAN N. HASSELBLATT ed., COMMUNITY DESIGN REGULATION: ARTICLE-BY-ARTICLE COMMENTARY 
(2d ed., C.H.Beck, 2018)407 [GORDON HuMPHREYsl. もっとも、 GreenPaper (Green Paper 
on the Legal Protection of Industrial Design. Working document of the services of 
the Commission. lll/F/5131/91-EN)の116頁においては、意匠保護の内容 (contensとあるが
contentsの誤りか）を超える保護を可能にすることは、共同体意匠の文脈において考えられないと
の指摘もある。しかし、その後の1993年提案時のExplanatoryMemorandum (Proposal for a 
European Parliament and Council Regulation on the Community Design, COM/93/342/ 









40) DAVID STONE, EUROPEAN UNION DESIGN LAW: A PRACTmONER°S GUIDE (2d ed., OUP, 2016) 387. See 
also, supra note 37, Green Paper 116. 
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利が消滅する (50条 (4))。
ただし、その権利の内容については、 19条 (3) により、 50条 (4) に基づき
意匠が公開されるまでの間は、 19条 (2) に規定された無登録共同体意匠と同様
の権利、すなわち、複製（模倣）を禁止する権利として構成されている。ここで
いう複製が認められる基準については諸説あるようであるが、本稿との関係で重










のみ権利が及ぶ (38条 (3)) とするものとして、 ドイツ法（ドイツ意匠法）が挙
41) See also. SroNE, supra note 40, at 473. なお、公告が延期された意匠に係る意匠権が問題となっ
















たがってその絶対的権利の影響を受けない」と指摘されている。一方で、 MARIOFRANZOSJ ET AL., 
EUROPEAN DESIGN PROTECTION: COMMENTARY TO DIRECTIVE AND RJ氾ULATJONPROPOSALS (Kluwer Law 
Internationals, 1996) 141は、本文のような楊合に、公表後には侵害を肯定すると指摘する。 Will








延期制度を有していたが、 2006年に RegisteredDesigns Act 1949から公告延期
































































































と、その保護が十分か、議 論 が あ ろ う 。 解 釈 論 と し て は必要に応じて前記同様権
利濫用による 処 理 の 可 否が問題となろうが、立法論としては、絶対的権利ではな
＜模倣禁止権とする趣旨に則り、最大では当該第三者に対する先使用権類似の法
定実施権 57)、少なくとも秘密期間中の違法な製品等への権利行使の制限 58)は、検
討の俎上にのせても誤りではないように思われる。
49)欧州各国の状況を見る限り、条約上も問題ないものと思われる。
50)なお、荒玉義人文庫37巻所収特許庁「意匠法案（第四読会）」（昭和33年2月1日）までは、現在の意
匠法37条3項に相当する条文（条文案36条4項）について、意匠権者の警告ではなく、「善意であ
つて過失なくその侵害の行為をする者又は侵害するおそれがある行為をする者に対して」差止めの
請求ができないとされていた。ただし、これ以降、現行法の条文同様のものに変更されている。
SI)立法技術的にも、ちょうど令和元年改正において、関連意匠の関係で「自己の意匠」という文言が新
たに導入された（意匠10条2項）。これが（登録後の場合も含め）第三者の独立創作を除外するもの
として解釈されるのであれば（意匠審査基準第v部3.7. I参照）、これを参考に、意匠法に模倣
の概念を組み込むことが可能であるように思われる。
52)なお、営業秘密に係る規制や、形態模倣規制など、状況に応じて不正競争防止法による規制も及
ぶと思われるが、要件や保護範囲に差がある。そして、これらによって秘密意匠に係る意匠権によ
る保護を排除する趣旨はない（現行法において共存している）ことからすると、同法との関係では、
本文記載の対応は差し支えないものと思われる。
53) なお、渋谷•前掲注25)594頁では、（おそらく秘密期間中に関し）意匠権者が差止請求権を行使する
際に補償金を用意するとの仕組みが提案されている。
: : 54)少なくとも現行法は、秘密意匠であることによって出願料や登録料を減額するということはせず、
― 出願日を確保しつつ市場テストを行うにあたり野用負担を軽減するという欧州共同体意匠制度で見
られたような趣旨は反映されていない。この点についても一考の余地があるかもしれないが、一方
で秘密意匠の活用を積極的に促すべきでもないように思われる。
55)佐藤恵太「意匠保護法制の再検討（三）」法学新報99巻 7=8号(1993)110頁、同•前掲注13)「意匠
保護法制の再検討（四・完）」174頁はその趣旨か。
56) 渋谷•前掲注25)594頁では、「時機に後れた警告と差止請求権の行使は、権利濫用になると解釈す
る必要がある」と指摘される。
57)前掲注42)の各指摘も参照。
58)詳細は判然としないが、荒玉義人文庫37巻所収特許庁「意匠法案（第三読会）」（昭和32年I月1日）
51頁のメモ書きには、善意の実施者に対する保護を講ずるとして、条文案35条（再審により回復し
た意匠権の効力の制限—現在の意匠法55条）に関する言及と思しきものがある。これを参考にし
ようとしていたのであろうか。
204 第m部意匠法
V おわりに
本稿はあくまで秘密意匠制度の効果に注目し、主に絶対的権利の付与を認める
べきかという点について、状況の変化も脱みつつ取り扱ったものである。その結
果、現在においても制度の存在意義自体は認められるものの、その効果には行き
過ぎと評価されかねない点があることも示すことができたと思われる。しかし、
すでに本稿にも表れているように、本来は意匠を公開することの意味をあらため
て検証するとともに、制度全体について俯諏する必要がある。この点は他日を期
したいと思う。
【追記】 本研究は、 JSPS20K01422の助成を受けたものである。
